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評価対象: 対インドネシア援助政策 評価対象期間: 2004 年-2007 年  

評価視点 評価項目 評価内容・指標 情報源 情報収集先 

上位 ODA 政策

に照らした 
妥当性 

1. 日本の上位ODA政策に照らした妥当性 
指標 1-1 ODA 大綱との整合性 
指標 1-2 ODA 中期政策との整合性 

‑  ODA 大綱（2003） 
‑  ODA 中期政策(2005) 

‑  外務省ウェブサイト 
 

外交政策に 
照らした妥当性 

2. 日本の外交政策に照らした妥当性 
指標 2-1 重点外交政策との関係：経済連携強化（SIAP）、EPA 推進、地域の

平和と安定、ODA の戦略的活用 
指標 2-2 二国間関係への影響 

‑  日本の重点外交政策

（2004,2005,2006,2007） 
‑  対インドネシア外交政策文書 

‑  外務省ウェブサイト 
‑  外務省関係部署 
 

インドネシア政

府の開発計画

との整合性 

3. インドネシア国家開発計画との整合性 
指標 3-1 国家長期開発計画（2005-2025）が示した開発方針との整合性 
指標 3-2 国家中期開発計画（2004-2009）との整合性 
 
＊以下は日本の援助と関連性の高い省・機関、地方等をケースとして取り上げ方針・方
向性を確認する。 
指標 3-3 省・機関・地方中期開発計画（04-09）との整合性 
 
指標 3-4 ミレニアム開発目標(MDGs)との整合性 
         貧困削減戦略文書（I-PRSP ペーパー）は位置付けを確認の上

対応 

‑  国家長期開発計画（05-25 年） 
‑  国家中期開発計画（RPJM：

04-09） 
‑  省・機関戦略計画 
‑  地方中期開発計画 
‑  年次開発計画/作業計画 RKP 
‑  Indonesia Progress Report on 

the MDGｓ BAPPENAS 
‑  ＰＲＳＰペーパー（I-PRSP:03） 

‑  インドネシア国家開発企

画庁（BAPPENAS） 
‑  インドネシア政府関係省

庁 
‑  地方行政機関 
‑  インドネシア有識者 
‑  ODA タスクフォース 
‑  外務省ウェブサイト 
‑  国連ウェブサイト 

I. 政策の

妥当性 

日本のプ

レゼンス、

比較優位

や 特 徴 を

生 か し た

援助政策

と な っ て

いるか。 
 
「選択と集

中 の 在 り

方 」 の 妥

当性。 

他ドナー援助計

画 と の 相 互 補

完性 

4. 他ドナー・国際機関の援助政策との相互補完性 
指標 4-1 他ドナー・国際機関の援助政策の内容：中・長期政策、重点分野・援

助実績、インドネシア開発計画の評価・プロジェクション、今後の方

向性 
指標 4-2 ドナー協調の実績：協調の内容、形態、レベル 
指標 4-3 協調メカニズムと今度の動向：ＣＧＩ（インドネシア支援国会合）におけ

る各ドナーと日本の役割・貢献度、CGI 廃止の背景と今後の動向 
 

‑  セクター別会合関連資料 
‑  各援助国・機関の援助計画書

及び援助プグラム概要書 

‑  ODA タスクフォース 
‑  BAPPENAS 
‑  主要ドナーウェブサイト

／現地事務所 

日本の支援はイ

ンドネシアの開

発ニーズを充足

しているか。 

5. インドネシアの開発資金への貢献度 
指標 5-1 インドネシア開発予算に占める日本援助資金の割合 

（セクター・重要分野別） 
指標 5-2 対インドネシア援助総額に占める日本援助資金の割合 
 

‑  援助実績(ODA 白書、JICA 資

料、JBIC 資料等) 
‑  インドネシア政府予算関連書類

‑  OECD-DAC 資料 

‑  外務省、JICA、JBIC ウ

ェブサイト 
‑  BAPPENAS、中央銀行 
‑  OECD-DAC II. 結果の

有効性 

 
 
 
 
 
 
 
 

「選択と集中」の

観点の反映度 
6. 重点分野、地域に関しての優先度、集中度合い 
指標 6-1 インドネシアのニーズをふまえ、日本の優位性の発現度合い 
指標 6-2 国別援助計画・の下でサブセクターレベルでの優先付け状況 

‑  5 の分析をベースに包括的にま

とめる。 
‑  JICA、JBIC 
‑  ODA タスクフォース 

 
 



 

評価対象: 対インドネシア援助政策 評価対象期間: 2004 年-2007 年  

評価視点 評価項目 評価内容・指標 情報源 情報収集先 

 
7. 重点分野別の目標達成度・達成の見込み   

 

7-1.民間主導の持続的な成長（短期から中期目標） 
指標 7-1-1 財政の持続可能性の確保状況：財政改革、開発計画機能強化、

歳出の適正管理体制・システム改善状況、金融政策支援状況 
指標 7-1-2 経済インフラ整備状況：発電所・送配電整備状況、道路・港湾・空

港・鉄道整備状況、インフラ整備ローン、総合的な経済インフラ運

営能力向上支援の有効性 
指標 7-1-3 裾野産業・中小企業振興状況 
指標 7-1-4 経済関連の法制度整備状況（税制、通関、労働法、知的財産権・

基準認証関連法制度整備等、ビジネス関係の法制度への支援状

況 
指標 7-1-5 経済成長、外国直接投資流入・認可状況（全体と日本企業）、投

資・ビジネス環境の指標等 
指標 7-1-6 開発政策借款の改革進捗状況、政策支援型開発調査の有効性 

‑  各種事業報告書、評価報告書、

関連資料（JBIC、世界銀行、

ADB） 
‑  インドネシア政府予算関連書類

‑  社会･経済統計データ（全国、地

域別） 
‑  日本・インドネシア側関係者、主

要ドナーへのヒアリング  

‑  インドネシア政府関係省

庁 
‑  BAPPENAS 
‑  統 計 局 、 中 央 銀 行 、

MOF 
‑  ODA タスクフォース 
‑  大使館、JICA、JBIC 
‑  主要ドナー現地事務所

（世界銀行、ADB） 

II. 結果の

有効性 

7-2.民主的で公平な社会の構築（中期から長期目標） 
指標 7-2-1 貧困削減状況：貧困人口比率、人間貧困指数、平均寿命、乳幼児

死亡率、就学率、基礎教育修了率、妊婦死亡率、感染率（マラリ

ア・結核等）等＋MDGs 
指標 7-2-2 ガバナンス改革状況：司法改革・警察改革・地方分権化 
指標 7-2-3 環境保全・防災：適正な天然資源管理（温暖化対策等）、都市環境

保全 
 

‑  各種事業報告書、評価報告書、

関連資料 
‑  開発計画、MDGs モニタリング

報告書 
‑  インドネシア政府予算関連書類

‑  社会･経済統計データ（全国、地

域別） 
‑  日本・インドネシア側関係者、主

要ドナーへのヒアリング 

‑  インドネシア政府関係省

庁 
‑  BAPPENAS 
‑  JICA、JBIC 現地事務所 
‑  統計局 
‑  ODA タスクフォース 
‑  主要ドナー現地事務所 
‑  世界銀行等ウェブサイト 

 

 
3 つの重点分野

の目標達成度・

達成の見込み 
 
＊中間レビューと
い う 位 置 付 け か
ら、特に短期・中
期目標の達成度
を詳細に分析す
る。 

7-3.平和と安定（すべての時間軸にかかわる課題） 
指標 7-3-1 平和構築・治安確保への技術的、資金的、人的貢献度 
指標 7-3-2 復興支援（津波災害復興状況）：インフラ復旧状況、被災者・コミュ

ニティ復旧状況、防災システム改善状況 
 

‑  各種事業報告書、評価報告書、

関連資料 
‑  日本・インドネシア側関係者、主

要ドナーへのヒアリング 

‑  アチェ・ニアス復興庁等

の資料 
‑  BAPPENAS・統計局 
‑  ODA タスクフォース 
‑  JICS 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国別援助

計画の柱

（3 つの重

点 分 野 ）

に 対 し て

有効な結

果 を 示 し

て い る

か。 

2004 年以降の

情勢の進展・変

化に対応して来

たか。 

8. インドネシアの国情・変化への対応 
指標 8-1 政権の変化にともなう政策変更への対応 
       (a)インフラ･投資環境に関する制度的変化への対応  

（インフラ関連法制度の整備、PPP,MOF・税務署改革、新投資法

及びネガティブリスト、労働法改定に向けた動き等） 
       (b)対外援助受入れ政策と今後の見通し（CGI 廃止等を踏まえて） 
       (c)民主化定着に向けた変化への対応  

‑  日本・インドネシア関係者への

ヒアリング 
‑  各援助国・機関の援助計画書

並びに援助プログラム概要書 
‑  インドネシア政府資料 
（対外借入戦略、中期支出計画

等） 

‑  BAPPENAS 
‑  インドネシア政府関係省

庁 
‑  インドネシア有識者 
‑  外務省ウェブサイト 
‑  ODA タスクフォース 
‑  主要ドナーウェブサイト
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評価対象: 対インドネシア援助政策 評価対象期間: 2004 年-2007 年  

評価視点 評価項目 評価内容・指標 情報源 情報収集先 

 （地方直接首長選の導入、地方分権法の修正（2004 年）、汚職

撲滅、司法関連等）  
指標 8-2 災害被災・復興進捗、紛争状況・和平プロセス進捗状況への対応 

‑  世界銀行、IMF 等の統計･資料
 

／現地事務所 

日本側の援助

政策の立案及

び実施体制は

効率的、効果的

な援助実施の

観点から整備さ

れているか。 
 
 

9.  政策立案及び実施体制における一貫性確保  
指標 9-1 対インドネシア援助政策（国別援助計画、ODA タスクフォース文書   

等） 
-策定体制の適切性・効率性(過去の国別援助計画、変遷の確認) 

指標 9-2 日本援助政策立案体制、実施機関の組織･人材配置･モニタリング

体制 -現地 TF の体制、活動実績、案件形成、政策対話等への主

導的関与度 
指標 9-3 政策レベルと実施機関（省庁間、本部-現地事務所等）の連絡連携

体制･協議実績（政策協議の一層の強化の観点） 
指標 9-4 各援助形態間、セクター間の連携とプログラム案件形成、実施、評

価プロセス 
 

‑  援助実施機関の組織図･実施

体制 
‑  外務本省・大使館と実施機関

（本部･現地事務所）との連絡・

調整記録 
‑  JICA 国別事業実施計画 
‑  JBIC 国別業務実施方針 
‑  各種事業報告書、関連資料 
‑  日本・インドネシア側関係者へ

のヒアリング 
‑  ODA タスクフォースへのヒアリ

ング、現地の各種資料 

‑  外務省国際協力局 
‑  大使館 
‑  ODA タスクフォース 
‑  JICA 本部･現地事務所 
‑  JBIC 本部･現地事務所 
‑  インドネシア政府関係省

庁 
‑  BAPPENAS 

インドネシア側

との政策協議を

通じ、援助の有

効性を高めてい

るか。 
 

10. インドネシアとの政策対話の適切性・効率性 
指標 10-1 政策対話のメカニズムの機能度 

（体制、協議実施回数、スケジュール、協議内容） 
指標 10-2 インドネシア側の日本援助政策に対する理解度 
 

‑  日本・インドネシア間の協議録

（要人往来記録、イ国会との協

議等） 
‑  ODA タスクフォース協議録 
‑  日本・インドネシア側関係者へ

のヒアリング 
- 現地 ODA 有識者懇談会 

‑  インドネシア政府関係省

庁 
‑  BAPPENAS 
‑  外務省関係局 
‑  ODA タスクフォース 

11. 他ドナーとの政策対話、援助協調･連携の適切性・効率性 
指標 11-1 他の援助国・国際機関との協力・連携：体制、協議頻度・内容(メカ

ニズム) 
指標 11-2 政策への援助協調・連携を反映したプロジェクト実績、協力・連携

の形態・レベル（JBIC と他開発金融機関のパートナーシップ等） 
         

‑  他ドナーとの協議録 
‑  ODA タスクフォース協議録 
‑  他ドナーの援助プログラム概要

‑  主要ドナーへのヒアリング 
‑  （PHRD と日本の ODA との関

連について等） 
‑  CGI 協議録 

‑  外務省国際協力局 
‑  ODA タスクフォース 
‑  主要ドナー現地事務所 

III. プ ロ セ

スの適切

性 ・ 効 率

性 

案件形成の
前 の 政 策
対話も重要

 
策 定 プ ロ

セ ス の 適

切 性 ・ 効

率性 
 

 
計 画 策 定
段階 
 
政 策 実 施
段階（＝案
件形成・採
択、実施、
M/E,フィー
ド バ ッ ク ま
で の 一 連
のプロセス
を想定） 

 

関 係 者 間 で 十

分な議論・共有

をはかり、現地

の ニ ー ズ を 反

映した計画策定

を行ったか。 
 
 
パートナーシッ
プの重視 

12. 民間経済界、NGO・アカディミア・市民社会との連携の適切性・効率性  
指標 12-1  民間経済関係者との連携の適切性・効率性：体制、実績、内容、

連携事例、SIAP の進展状況 
指標 12-2  NGO・アカディミア・市民社会との連携（連携事例中心に） 

‑  日本の ODA 事業と連携実績の

ある関係機関 
‑  NGO 連携担当(大使館、JICA)
‑  草 の 根 ・ 人 間 の 安 全 保 障 、

JOCV（青年海外協力隊）、研

究・留学生支援等の活用方法

の事例のヒアリング 

‑  ODA タスクフォース 
‑  ＪＪＣ(ジャカルタ・ジャパ

ン・クラブ)等経済団体 
‑  JETRO 
‑  イ ン ド ネ シ ア 有 識 者 、

NGO、メディア、KADIN
（商工会議所） 
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評価対象

評価視点 評価項目 評価内容・指標 情報源 情報収集先 

III.プロセ

スの適切

性・効率

性 

実施・管理の

強化及び実施

促 進 に つ い て

のどのように対

応してきたか。 

13. 今後の政策立案・実施において検討すべき課題 
上記 9-12 の分析をふまえて、以下の点を中心に検討 

• 日本援助関係者・ODA タスクフォース内の政策・実施調整の在り方、

インドネシア側との政策対話の在り方 
• 政策支援型プログラムローンへの取組、モニタリング・評価の強化 
• 地域開発への取組、地方分権への対応の在り方 
• 平和構築への取組 
• SIAP と EPA の協力体制の在り方 
• 非政府組織との協力の在り方 
• 広報の強化：日本及びインドネシア国民の認知度 
 

‑  上記指標 9～12 の分析から得

られる情報をもとに考察、加え

て以下。 
‑  日本・インドネシア側関係者へ

のヒアリング 
‑  広報活動計画、関連資料、イン

ドネシアのマスメディア関連資

料（大使館・外務省資料）、ODA
タスクフォース広報部会の活動  

 

‑  インドネシア政府関係省

庁 
‑  BAPPENAS 
‑  ODA タスクフォース 
‑  大使館・外務省 
‑  JICA、JBIC 
‑  Ｊ Ｊ Ｃ 等 経 済 団 体 、

KADIN 
‑  イ ン ド ネ シ ア 有 識 者 、

NGO、メディア、国会議

員  
 

 



 

 

持

続

的

な

経

済

発

展

と

民

主

的

で

公

正

な

社

会

の

発

展 

開発目標 

◎円借款支援 

①ジャワーバリ系統中心の発送電容量の増強 

②幹線道路、港湾、空港、鉄道等の整備及び運営改善

○総合的経済インフラ運営能力向上への支援 

◎歳入強化等の財政改革 

◎開発計画機能の強化 

◎適正な開発計画に基づいた歳出の適正管理 への

政策助言・人材育成支援 

◎裾野産業育成への政策支援 

◎中小企業制度構築・人材育成等の体制・システム造り

支援 

◎平和構築・復興支援 

(a)紛争地域の避難民に対する人道支援 

(b)地域コミュニティの再建、地域インフラ整備、雇用創出等

のための復興支援 

(c)復興に自ら取り組むための地域人材育成への支援 

能力強化 

◎経済関連の法制度整備政策支援及び人材育成 

支援 

◎民間経済界の取組や経済連携協定の策定等の政策

間の取組とも連携 

◎金融制度の構築や人材育成への支援、健全な資本

市場の育成への支援 

◎適正な天然資源管理への支援（温暖化対策を含む）及

び、都市環境保全への支援 

◎雇用創出及び所得・福祉の向上のための農漁村開

発、教育、保健・医療分野、基礎的公共サービスの向上

（イ）農漁村開発： 

農漁民組織の運営強化、関連インフラの整備・管理、生

産性の向上、加工・流通システムの確立等への支援 

（ロ）)教育 

基礎教育分野での、地方レベルでの教育行政の改善、教

育の質的向上（教員の質的向上、学校運営の改善等）、

就学率向上への支援、 

高等教育分野での、産業を担う人材育成への支援 

（ハ）保健・医療 

(a)基礎的保健・医療サービスの向上 

(b)感染症対策を中心とした支援 

（ニ）基礎的公共サービスの向上 

公共財の整備及び、公共サービスの維持管理体制の改

善、洪水・土砂災害、渇水等の自然災害対策等の支援

◎（イ）司法改革・警察改革、（ロ）地方分権への支援 

（イ）司法改革・警察改革 

(a)公正かつ効率的な訴訟制度の運営確立 

(b)法曹の人材育成支援 

(c)警察の民主化および能力強化のための支援 

（ロ）地方分権への支援 

(a)地方政府職員の能力向上 

(b)地方行政システム（予算、組織、業務実施等）の改善

(c)中央政府の地方分権政策に対する提言 

財政の持続可能性の確保 

経済インフラの整備 

民間主導の持続

的な成長の実現

を通じた貧困削

減のために、長

期的な視野にた

ち民主的で公正

な社会造り支援

を着実に行う。 

民間主導持続

的成長及び民

主的で公正な

社会造りの観点

から、前提とし

ての紛争解決・

テロ撲滅等平和

と安定の確保は

不可欠である。 

民主的で公正

な社会造り 

平和と安定 

経済関連法整備 

裾野産業・中小企業振興 

ガバナンス 

貧困削減 

金融セクター改革 

平和構築・復興支援 

環境保全・防災 

治安確保 ◎治安確保 

インドネシア政府のテロ対策との連携 

(a)捜査能力強化 

(b)空港・港湾保安対策 

(c)セミナー・研修等による対応能力強化 

◎海賊対策・海上保安体制の強化 

海賊対策を行っている法執行機関への支援、情報連絡体

制の強化等への支援 

民間主導の 

持続的な成長 

◎重点項目、○支援検討項目 重点課題 支援方針 重点分野 

持 続 的 な 経 済

成長を実現する

ためには、民間

投資を促進する

環境整備に取り

組むことが必要

である。 

主要空港・港湾施設安全対策拡充計画(2004/7.5 億) 

技術協力プロジェクト（協力期間）（協力総額：億円） 無償 (契約年度／供与額）（単位：億円） 技術協力/開発調査（期間）（協力総額：億円） 円借款（借款契約締結年月）（単位：億円） 

グレシック火力発電所 3・4 号機改修計画(2004/5.1 億) (2005/14.7 億) 

中央及び北スラウェシ州橋梁改修計画(2003/1.3 億)(2004/6.8 億)（2005/2.4 億） 

東ヌサトゥガラ州橋梁建設計画(2005/1.7 億)(2006/3.7 億）（2007/3.2 億）（2008/0.8 億） 

西ヌサトゥンガラ州橋梁建設計画(2006/1,3 億)（2007/3.9 億）（2008/2. 8 億） 

開発政策借款 (I) （世銀と協調）(2005/3) (107.9 億) 

アサハン第 3 水力発電所計画(2006/3) (276.4 億) 

開発政策借款 (III) （世銀と協調）(2007/3) (117.8 億) 

開発政策借款 (II) （世銀と協調）(2006/3) (117.3 億) 

ウルブル地熱発電所建設計画(2005/3) (202.9 億) 

ジャワ南線複線化事業(III) (E/S) (2007/3) (9.8 億) 

クラマサン火力発電所拡張計画(2005/3) (97.4 億) 

ジャカルタ都市高速鉄道事業(E/S)(2006/11) (18.7 億) 

北西スマトラ連系送電線建設事業(2007/3) (161.2 億) 

ウルブル地熱発電所建設計画(2005/3) (202.9 億) 

カモジャン地熱発電所拡張計画(2006/3) (10.0 億) 

プサンガン水力発電所建設事業(2007/3) (260.2 億)    ＊1） 

ジャワ北幹線道路渋滞緩和計画(2005/3) (42.9 億) 

タンジュンプリオク港アクセス道路建設計画 (2006/3) (266.2 億) 

タンジュンプリオク港アクセス道路建設計画(1)(2005/3) (263.1 億) 

国有電力会社発電業務改善事業（2007/3) (45.0 億) 

インフラ改革セクター開発プログラム（ADB と協調）(2007/3) (117.8 億) 

東西ヌサトゥンガラ州地方給水計画(2007/2.5 億) 

貧困農民支援(2005/3.8 億)（2006/2.0 億）（2007/2.0 億） 

西カリマンタン州公立病院医療サービス改善計画(2004/4.4 億) 

人材育成奨学計画(2004/3.1 億) (2005/3.8 億) (2006/3.8 億)（2007/2.1 億） 

持続的沿岸漁業振興計画(2007/10.7 億) 

遠隔地ラジオ放送網拡張計画(2007/3.6 億) 

グヌンキドル県水道整備計画 (2006/5.3 億)（2007/6.4 億） 

ジャカルタ市内貧困地区排水改善計画 (2006/3.4 億) 

日本ＮＧＯ支援無償（2004-2006/1.1 億) 

国家警察組織能力強化計画(2005/4.5 億) 

市民警察化支援計画(2004/5.2 億) 

アチェ復興事業(2007/3) (115.9 億)    ＊1） 

メラピ山・プロゴ川流域及びバワカラエン山緊急防災計画(2005/3) (164.4 億) 

コメリン灌漑計画(2005/3)（137.9 億) 

ソロ川下流域河川改修事業 (II) (2005/3)（93.5 億) 

国土空間データ基盤整備事業(2007/3)(63.7 億) 

スマラン総合水資源・洪水対策計画(2006/3)（163.0 億) 

国立イスラム大学保健・医学部整備計画(2005/3)(29.8 億) 

高等人材開発計画（III）(2006/3)(97.2 億) 

ハサヌディン大学工学部整備事業(2007/3)(78.0 億)    ＊2) 

ジョグジャカルタ特別州 ICT 活用教育質向上事業(2007/3)(29.1 億) 

貧困削減地方インフラ開発事業(2007/3)(235.2 億) 

税務行政近代化プロジェクト(2006/12-2009/12) (0.9 億＊20 年度以降未定) 

次世代航空保安システム整備に係るフィージビリティー調査(2006/11-2007/12) (1.6 億)

主要空港保安体制強化計画調査(2005/4-2006/3) (2.6 億) 

中小企業人材育成計画調査 (II) (2006/11-2008/3) (1.7 億) 

災害復興・管理セクター・プログラム・ローン (231.8 億) 

法定計量システム整備調査(2005/5-2006/9)(1.3 億) 

輸出振興機関の機能強化調査(2006/7-2008/9)(1.6 億) 

投資政策改善調査(2005/12-2006/12)(1.1 億) 

知的財産権行政 IT 化計画調査(2005/5-2006/2) (1.5 億) 

農家所得の向上調査（農産加工及び農村金融）(2005/11-2007/7)(1.5 億) 

ジョグジャカルタ特別州広域水道整備計画調査(2006/10-2008/3)(2.3 億) 

ウォノギリ多目的ダム貯水池堆砂対策計画調査(2004/8-2007/7)(4.8 億) 

バリ州総合水資源開発・管理計画調査(2004/5-2006/8)(3.1 億) 

南スラウェシ州マミナサタ広域都市圏総合計画調査(2005/3-2006/8)(3.7 億)    ＊2）

スラバヤ大都市圏港湾整備計画調査(2006/10-2007/11)(0.9 億) 

ジャワ・バリ地域発電力設備運用改善計画調査(2005/10-2006/12) (1.2 億) 

地熱発電開発マスタープラン調査（2006/3-2007/9）（1.9 億） 

スラウェシ島最適電源開発計画調査(2007/6-2008/8)（1.2 億）   ＊2） 

ジャワ北幹線道路渋滞緩和事業連携実施設計調査(2005/10-2006/12)（3.1 億） 

ジャワ縦貫高速道路建設における官民協調スキーム策定調査(2005/5-2007/2)(0.7 億)

スラウェシ地域開発支援道路計画調査(2006/7-2008/3)（1.4 億）   ＊2） 

タンジュンプリオク港緊急リハビリ事業連携実施設計調査(2005/1-2006/3) (3.0 億) 

省エネルギー普及促進調査(2007/7-2008/6) (1.9 億) 

東ｶﾘﾏﾝﾀﾝ州持続的石炭開発のための環境汚染ﾘｽｸ緩和ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査(2006/3-2007/3) (1.5 億)

(緊急開発調査)バンダアチェ市緊急復旧・復興支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(2005/3-2006/3) (5.2 億)＊1）

（緊急開発調査）「北スマトラ西岸道路復旧支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」 (2005/3-2005/6) (0.4 億) ＊1）

北ｽﾏﾄﾗ沖地震津波災害緊急復旧・復興支援プログラム (2005/3-2005/5) ＊1） 

主要貿易港保安対策強化計画調査 (2005/4-2006/7)(3.4 億) 

草の根・人間の安全保障無償（2004-2006/4.3 億) 

2004 年度以降交換公文等合意文書が締結開始された案件を対象とする。案件名は

本調査を実施した時点のもの。なお実施中案件については、協力総額は見込み。 
 

＊1） アチェ関連プロジェクト 

＊2） 南スラウェシ/東北インドネシア関連支援プロジェクト 

食料援助（WFP 経由）(2004)(1.5 億)      ＊1） 

生物多様性保全センター整備計画(2004/2.1 億)(2005/17.6 億)（2006/2.0 億） 

平和構築：アチェにおける平和構築、元政治犯および元戦闘員社会復帰並び紛争被害地域支援プログラム（IOM 経由）(2005/10.0 億) ＊1）

ジャワ島中部地震災害復興支援（2006/8.9 億） 

緊急無償（インドネシア東部栄養失調児に対する緊急支援)（WFP 経由）(2005/1.7 億) 

緊急無償（ポリオ感染拡大防止のための支援）（UNICEF 経由）(2005/1.9 億) 

ノン・プロジェクト無償（スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害に対する支援）(2004/146.0 億) 

海賊・海上テロ及び兵器拡散の防止のための巡視艇建造計画(2006/19.2 億） 

緊急無償（地震及び津波被害に対する支援）(2004/1.7 億) 

鳥インフルエンザ等重要家畜疾病診断施設整備計画 （2007/17.8,億） 

工業所得権行政改善プロジェクト（2005/2-2007/7）(0.8 億) 

競争政策プロジェクト（2004/7-2007/7）(0.6 億) 

アセアン税関事後調査制度改善プロジェクト(2004/4-2006/9)(0.2 億) 

競争政策・規制緩和研修(2004/7-2006/7)(0.1 億) 

競争市場実現のための電気通信政策の改善プロジェクト（2004/11-2006/11）(0.6 億) 

税関業務改善プロジェクト（2004/4-2007/3）(3.2 億) 

貿易手続行政改善プロジェクト(2006/1-2008/1)(0.7 億) 

前期中等理数科教員研修強化 (2006/5-2008/10) (2.6 億) 

インドネシア大学日本研究センター支援計画 (III)  (2005/12-2008/12) (0.05 億) 

地方教育行政改善計画プロジェクト (REDEIP) (2004/09-2008/09) (6.5 億) 

ガジャマダ大学産学地連携総合計画プロジェクト (2006/4-2009/3) (2.8 億) 

スラバヤ工科大学情報技術高等人材育成計画 (2006/4-2010/3) (3.3 億) 

水利組合強化計画 (2004/4-2007/3) (3.4 億) 

持続的海面養殖技術普及プロジェクト（2005/2-2008/4）(1.0 億) 

地域資源利用型酪農適正技術普及プロジェクト（2004/7-2007/6）(0.6 億) 

食料安全保障政策立案・実施支援プロジェクト (2005/3-2008/2) (3.0 億) 

東部インドネシア地域資源に立脚した肉牛開発計画(2006/11-2011/11) (4.0 億)  ＊2） 

持続的沿岸漁業振興計画 (2006/6-2009/6) (2.3 億) 

地方給水プロジェクト(II) （2004/4-2006/12）(1.7 億) 

河川流域機関実践的水資源管理能力向上プロジェクト（2008/6-2011/6）(2.5 億) 

安全な医薬品を届けるプロジェクト（2007/8-2012/8）(1.9 億) 

南スラウェシ州地域保険運営能力向上プロジェクト（2007/2-2010/1）(3.7 億)  *2) 

医薬品供給ｼｽﾃﾑ強化および医薬品の適正使用推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(2005/8-2007/8) (1.0 億) 

すこやか親子ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ(母子手帳による母子保健ｻｰﾋﾞｽ向上)(2006/10-2009/9)(3.2 億) 

資本市場育成プロジェクト（2006/7-2009/6）(0.2 億) 

南スラウェシ州前期中等教育改善総合計画（2007/10-2010/9）(3.5 億)  ＊2） 

金融政策向上プロジェクト（2007/2-2009/3）(0.2 億) 

アチェ州住民自立支援ネットワーク形成プロジェクト(2007/1-2007/9) (0.5 億)   ＊1） 

集合住宅適正技術開発フォローアッププロジェクト (2005/7-2007/6) (1.2 億) 

石炭鉱業技術向上プロジェクト（フォローアップ）(2007/2-2009/3) (1.2 億) 

中小企業協同組合の経営改善（2006/11-2009/3）(0.2 億) 

産業セクター中小企業経営技術改善(2006/11-2009/3) (0.3 億) 

中小企業人材育成支援プロジェクト（2005/10-2008/10）(2.1 億) 

港湾保安運営強化プロジェクト（2006/10-2008/12）(0.8 億＊20 年度以降未定) 

空港保安訓練プロジェクト (2006/11-2007/10) (0.9 億) 

（緊急開発調査）し尿処理場復旧事業(2005/7-2005/12) (1.0 億)   ＊1） 

国際収支・国際経済マネジメント能力強化プロジェクト(2005/4-2008/3) (0.3 億) 

小地域統計情報システム開発 (2006/6-2008/6) (1.5 億) 

薬物対策プロジェクト (2005/1-2006/1) (0.4 億) 

和解・調停制度強化支援プロジェクト (2007/3-2009/3) (0.01 億) 

地方行政人材育成プロジェクトフェーズＩＩ (2005/4-2007/3) (3.5 億) 

バリ市民警察活動促進（観光警察）プロジェクト(2005/7-2007/7) (0.5 億) 

政府職員の ICT 能力向上計画（2005/1-2006/1）(0.6 億) 

日本における地方分権化と国会及び国会事務局の機能・役割(2007/3-2007/4) (0.1 億) 

鳥インフルエンザにかかわるワクチン対策改善計画（2007/11-2009/11）(1.9 億) 

地方分権化における海洋水産資源管理プロジェクト（2006/10-2009/9）(0.3 億) 

自然災害管理計画調査(2007/3-2009/3)(3.4 億) 

エコラベル・キャパシティビルディング（2007/3-2008/2）(0.2 億) 

森林地帯周辺住民ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞによる森林火災予防プロジェクト(2006/12-2009/11)(1.4 億) 

地方マングローブ保全現場プロセス支援プロジェクト (2007/1-2010/1) (1.9 億) 

生物学研究ｾﾝﾀｰの標本管理体制及び生物多様性保全のための研究機能向上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ (2007/3-2009/9) (1.8 億) 

ジャカルタ首都圏地域水害軽減組織強化プロジェクト（2007/3-2010/2）(3.1 億) 

出所：外務省「対インドネシア国別援助計画」（2004 年 11 月）、外務省、JICA 及び JBIC 提供資料より調査団作成 

港湾の維持・管理技術の普及促進プロジェクト(2004/9-2008/12) (0.9 億) 

海運振興プロジェクト（2006/03-2008/03）(0.7 億) 

津波早期警戒システム 

道路交通環境対策強化計画 F/U 協力(据付指導)(2004/11-2004/11) (0.01 億) 
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1994－2001 年度 2004 年 

公平性の確保 

人造り・教育 

環境保全 

産業構造の再編成に対する支援 

産業基盤整備（経済インフラ） 

  開発目標 重点分野 重点課題 支援方針 

インドネシアが持続的な経済発展を遂げるた

めには、公平性を確保しながら、国全体の均

衡ある開発を行う。 

貧困削減（貧困層の生活環境の改善） 

イ

ン

ド

ネ

シ

ア

の

開

発

課

題

の

解

決 

インドネシア経済が競争力を保ちつつ、より付

加価値の高い工業化を推し進めるには、教育

水準の向上を始め広範な分野での人造りが

重要である。 

急速な開発に伴い生じてきた環境問題（森林

等の自然資源の減少、公害・災害の発生）の

深刻化と大都市への人口集中による居住環

境の悪化への対応。 

インドネシア経済に必要なマクロ経済運営の

支援、裾野産業の振興、農業振興に資する

協力を行う。 

持続的経済発展を達成するためには、近年

の経済発展に伴って生じている経済インフラ

不足を克服する必要がある。 

貧基礎生活分野に対する支援 

（居住環境の整備、保健医療） 

人口・家族計画及びエイズ対策 

東部インドネシアの開発（地域格差の是正） 

初等・中等教育の充実 

教員の質の向上 

（小・中学校の理数科教員を中心とする） 

技能・技術者教育の充実 

森林等の自然資源・自然環境の保全 
（生物多様性の保全等）及び持続可能な利用

都市居住環境及び公害面での協力 

環境問題全般における体制の整備 

（環境関連の政策実施能力の向上等） 

マクロ経済運営に対する支援 

サポーティング・インダストリーの振興及び中

小企業支援 

農業振興（農産物の多様化、付加価値の高い

農産物の生産） 

電力 

水資源開発 

運輸 

通信  
2001 年追加的支援方針 

 
開発目標 重点分野 重点課題 

グッド・ガバナンスへの支援 

財政・金融部門改革、産業構造改革 

地方分権化への支援 

民主化・法の支配への支援 

イ

ン

ド

ネ

シ

ア

の

開

発

課

題

の

解

決 

中小企業振興 

財政・金融部門改革への支援 

マクロ経済の安定のための支援 

各種改革の推進に対する支援 

経済ボトルネックの解消等の 
緊急ニーズへの対応 

 

◎重点項目、○支援検討項目 重点課題 支援方針 重点分野 開発目標

◎ 歳入強化等の財政改革 

◎ 開発計画機能の強化 

◎ 適正な開発計画に基づいた歳出の適正管理 への

政策助言・人材育成支援 

財政の持続可能性の確保 

◎円借款支援 

(a)ジャワーバリ系統中心の発送電容量の増強 

(b)幹線道路、港湾、空港、鉄道等の整備及び運営改善

○総合的経済インフラ運営能力向上への支援 

経済インフラの整備 

持続的な経済成長を実現す

るためには、民間投資を促

進する環境整備に取り組む

ことが必要である。 

◎ 裾野産業育成への政策支援 

◎ 中小企業制度構築・人材育成等の体制・システム造

り支援 

民 間 主 導の 持 続

的な成長 
裾野産業・中小企業振興 

◎ 経済関連の法制度整備政策支援及び人材育成支援

◎ 民間経済界の取組や経済連携協定の策定等の政策

間の取組とも連携 
経済関連法整備 

◎ 金融制度の構築や人材育成への支援、健全な資本

市場の育成への支援 金融セクター改革 

持

続

的

経

済

発

展

と
民

主

的

で
公

正

な
社

会

の
発

展 

◎雇用創出及び所得・福祉の向上のための農漁村開

発、教育、保健・医療分野、基礎的公共サービスの

向上 

（イ）農漁村開発： 

 農漁民組織の運営強化、関連インフラの整備・管理、

生産性の向上、加工・流通システムの確立等への支

援 

（ロ）)教育 

 基礎教育分野での、地方レベルでの教育行政の改

善、教育の質的向上（教員の質的向上、学校運営の

改善等）、就学率向上への支援、 

 高等教育分野での、産業を担う人材育成への支援 

（ハ）保健・医療 

(a) 基礎的保健・医療サービスの向上 

(b)感染症対策を中心とした支援 

（ニ）基礎的公共サービスの向上 

 公共財の整備及び、公共サービスの維持管理体制

の改善、洪水・土砂災害、渇水等の自然災害対策等

の支援 

貧困削減（農漁村開発・教育・保

険医療・基礎的公共サービス向

上） 

◎（イ）司法改革・警察改革、（ロ）地方分権への支援 

（イ）司法改革・警察改革 

(a) 公正かつ効率的な訴訟制度の運営確立 

(b)法曹の人材育成支援 

(c)警察の民主化及び能力強化のための支援 

（ロ）地方分権への支援 

(a) 地方政府職員の能力向上 

(b)地方行政システム（予算、組織、業務実施等）の改善

(c)中央政府の地方分権政策に対する提言 

ガバナンス（司法/警察改革・地

方分権支援） 

民主的で公正な社

会造り 
民間主導の持続的な成長の

実現を通じた貧困削減のた

めに、長期的な視野にたち民

主的で公正な社会造り支援

を着実に行う。 

◎適正な天然資源管理への支援（温暖化対策を含む）

及び、都市環境保全への支援 
環境保全・防災 

◎平和構築・復興支援 

(a)紛争地域の避難民に対する人道支援 

(b)地域コミュニティの再建、地域インフラ整備、雇用創

出等のための復興支援 

(c)復興に自ら取り組むための地域人材育成への支援

能力強化 

民間主導の持続的成長およ

び民主的で公正な社会造り

の観点から、その前提として

紛争の平和的解決・テロの

撲滅など平和と安定の確保

は不可欠である。 

平和構築・復興支援 
平和と安定 

◎治安確保 

インドネシア政府のテロ対策との連携 

(a)捜査能力強化 

(b)空港・港湾保安対策 

(c)セミナー・研修等による対応能力強化 

◎海賊対策・海上保安体制の強化 

 海賊対策を行っている法執行機関への支援、情報連

絡体制の強化等への支援 

治安確保 （テロ対策・海賊/海上

保安体制強化） 
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 出所：外務省「対インドネシア国別援助計画」（2004 年 11 月）、「対インドネシア国別評価調査最終報告書」（2004 年 3 月）より調査団作成 

対インドネシア国別援助計画 目標体系図比較（1994-2001 年度、2001 年度追加、2004 年度） 
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面談先一覧 
 

国内訪問先 面談相手 
外務省 東本課長補佐、渡邊外務事務官（国別開発協力第１課）、箕谷課長補佐（有償

資金協力課）、佐藤課長補佐（無償資金･技術協力課） 
経済産業省 前田充浩課長（貿易経済協力局資金協力課）、田中一成係長（貿易経済協力

局資金協力課案件形成係）、菅陽二課長補佐（貿易経済協力局資金協力課）、

野戸史郎課長補佐（貿易経済協力局技術協力課）、渡邉亨氏、三浦朱美経済

協力専門官（貿易経済協力局通商金融・経済協力課）、横山博之課長補佐（通

商政策局アジア大洋州課） 
国際協力銀行（JBIC） 鴫谷哲課長（開発第 1 部第 2 班）、佐藤活朗氏（元ジャカルタ首席駐在員） 

日
本
関
係
機
関 

国際協力機構（JICA） 神田道男上級審議役、内藤智之主査（アジア第１部第１グループ東南アジア第

１チーム）、山本将史氏（企画調整部事業評価グループ評価企画チーム）、大

岩隆明グループ長（国際協力総合研修所調査研究グループ）、田中啓生チー

ム長（国際協力総合研修所調査研究グループ事業戦略チーム） 

東京工業大学 牟田博光教授 有
識
者一橋大学 国際・公共政策大学院 浅沼信爾客員教授 

現地訪問先 面談相手 
在インドネシア日本国大使館  
 

岡庭健公使、池光崇、安楽岡武、藤波恒一、聖成竜太、野口健（一等書記

官）、矢沢英明、土屋武大、米山徹明（二等書記官）、廣田司（総務班） 
三宅紀子（三等書記官） 

JBIC 古賀隆太郎首席駐在員、安井毅裕次席駐在員 
JICA 坂本隆所長、水野隆次長、花里信彦次長、Dinur Krismasari 次長 

坂根宏治主査 
JICA マカッサル・フィールド・オフィス 青木所長、皆川企画調査員、渡辺専門家、佐久間専門家、石丸企画調整員 
JICA 地域保健医療行政サービス改善 
プロジェクト 

川原氏、佐藤氏、八田氏 

JICA ブカシ市民警察活動促進プロジェクト 竹内直人 JICA 警察改革支援プログラムマネージャー、田中氏（プロジェクトリ

ーダー）、石村氏、岩柳氏、石塚氏（専門家）、宮崎氏、安齋氏（調整員） 
JICA BAPPENAS アドバイザー 玉石錬太郎専門家 
日本貿易振興機構（JETRO） 草桶左信所長、桑山広司次長、野村氏（Vice President Director）、井田氏、阿

部氏、長尾氏（Senior Director）小川 JETRO 専門家（KADIN） 

日
本
関
係
機
関 

ジャカルタ・ジャパン・クラブ（JJC） 天谷浩之事務局長 
国家開発計画庁（BAPPENAS） Drs. James Daniel Sitorus (Minister’s Expert Staff Member for Laws and 

Bureaucracy Reforms Affairs) 
Mr. Martin Nurhusein (Chief of Sub-directorate for Security Development) 
Dr. Dedy S. Priatna (Deputy Minister for Infrastructure Affairs)  
Mr. Bambang Prihartono (Director for Transportation)  
Ms. Nina Sardjunani  
(Deputy Chairman for Human Resources & Culture Affairs)   
Dr. Subandi Sardjoko (Director of Culture, Tourism, Youth and Sports) 
Mr. Max Hasudungan Pohan (Deputy Minister for Regional Development) 
Mr. Arifin Rudiyanto (Director for Region I) (スラウェシ担当) 
Dr. Ir. Suprayoga Hadi (Director for Region II)  (アチェ復興担当) 
Dr. Djunaedi Hadisoemarto Hadisoemarto (Advisor) 
Dr. Ir. Lukita Dinarsyah Tuwo 
（Deputy Minister for Development Funding Affairs) 
Mr. Kennedy Simanjuntak (Director for Bilateral Foreign Funding） 
Mr. Tb. A. Choesni  
 (Director for Trade, Investment and International Economic Cooperation) 

エネルギー鉱物資源省 Mr. Luluk Sumiarso (DG of Oil and Gas) 
Mr. Hery Poernomo (Director of Programming) 
Mr. Gusti S. Sidemen (Head of Oil and Gas Policy Development Section) 
Mr. J. Widjonarko (Head of Working Acreage Division) 
Ms.Nita Wartini (Deputy Director of Oil and Gas Cooperation) 

財務省 Dr. Anggito Abimanyu (Head of Fiscal Policy Office) 
Makhlani (Deputy Director Multilateral Cooperation) 

経済調整大臣府 
 

Dr. Mahendra Siregar (Deputy VI) 
Rizal Affandi Lukman  
(Assisatant to Deputy Minister for Economic and Financial Cooperation for 
Asia) 

Dr. Raksaka Mahi (Special Staff for Regional Economy & Decentralization)
運輸省 Ir.Bambang Ristianto (Chief Division of Analysis ＆ Evaluation) 

M.Zaran Nuddin (MSTR Chief Sub Division of Sea Transport Analysis ＆
Evaluation) 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
政
府
機
関 

公共事業省 Mr. Djoko Murjanto (Head of Planning and Foreign Cooperation Bureau) 
Mr. Indra Bangun (Division Head of Foreign Coordination) 
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アチェ復興再建庁（BRR） Mr. Eddy Purwanto (Deputy for Operational Affairs) 
海上安全協力機構（BAKORKAMLA） Mr. Djoko Sumaryono（長官） 

Mr. Rathoyo Rasdan  
(in charge of team for the development of Indonesian Coast Guard 
academy） 
Mr.Dicky Rezady Munaf（次官） 
西分 JICA 海上保安警備専門家 

国家警察ブカシ県署長 プルワディ氏 
商業省 Mrs. Halida Miljani（商業大臣ｽﾍﾟｼｬﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

各省（林業省、農業省、水産省）EPA 交渉担当者  
工業省 Mr. Agus Cahayana（Secretary General） 

Mr. A. Riyanta (Head of Foreign Assistance Division, International 
Cooperation Administration Centre） 
Mrs. Bati Lestari （ Secretary General Directorate for Industry, 
Transportation Equipment & Telecommunication Informatics） 
Mrs. Andang Sabariyah 
（Secretary General Directorate for Agro & chemical Industry） 
Mrs. Luky Hatini & Mr. Hendro M. (Secretary General Directorate for 
Metal , Machine, Textile and Mix Industry） 
Mr. Sanusi & Ms. Yovita（Directorate for Small and Medium Industry） 
Mrs. Ida (Centre for Research and Technology Development, Industrial 
Development and Research Agency） 
Mediarman (Head of Sub-division, Foreign Assistance for Training and 
Education International Cooperation Administration Centre) 
Mr. Riris Marhadi  (Head of Sub-division, Foreign Assistance for Project, 
International Cooperation Administration Centre) 
Ms. Dati (General Directorate for Industry, Transportation Equipment & 
Telecommunication Informatics)  

バルー県庁 Mr. Muhammad Rum (県知事) 
Mr. Zaenal (Head of Health Department) 
Mr. Muhammad Amin (Head of Husbandry Department)  

南スラウェシ州開発企画庁 
(BAPPEDA Sulsel) 

Mr. Ruslan (Head of BAPPEDA Sulsel) 

南スラウェシ州保健局 
(Provincial Health Office, South 
Sulawesi） 

Mr. H. M. Anwar, M.Keo 
 (Head of Communicable Disease Prevention and Environmental health 
Division, Provincial Health Office, South Sulawesi) 

マ
カ
ッ
サ
ル 

JICA 東部インドネシア地域開発 
現地支援委員会 

松井和久氏（アジア経済研究所） 
Mr. Abdul Madjid Sallatu, Lecturer (ハサヌディン大学) 
Ms. Dorothea Agnes Rampisela, Lecturer (ハサヌディン大学) 

Indonesia Research & Strategic Analysis 
(IRSA) 

Mr. Faisal Basri (Chief of Advisory Board) 

ガジャマダ大学アジア太平洋研究所所長 Sri Adiningsih (Head of Asia Pacific Study Center Gajah Mada University) 
Center for Information and Development 
Studies (CIDES ) 

Mr. Umar Juoro, Chairman (Board of Directors) 

インドネシア大学 Dr. Usman Chatib Warsa  
(Coordinator for Educational Hospital Development） 

大
学
・研
究
機
関
・民
間 KADIN(インドネシア商工会議所) Mr. John Prasetyo 

（Vice President for International Economic Cooperation） 
Mr. Kusumo（Member） 

Sinar Harapan  Aristides Katoppo、Krisatanto Hartadi (Chief Editor) 
Partnership for Governance Reform 
 

Mohamad Sobary (Executive Director) 
Marcellus Rantetana (Senior Program Manager) マ

ス
コ
ミ
・NG

O
 

International NGO Forum on Indonesian 
Development (INFID) 
 

Mr. Don K.Marut (事務局長) 
Ms. Ivan A. Hadar（Executive Director） 
Mr.Nawawi Bacharuddin (事務局員) 
（Coordinator for the project civilian supremacy and the military budget transparency）

Ms. Nikmah (事務局員) (Information and Documentation Officer) 
闘争民主党 Mr. Emir Moeis（国会予算委員長）(闘争民主党国会（DPR）議員) 

国
会
議
員 

ゴルカル党 Mr. Priyo Budi Santoso (ゴルカル党会派会長) 
Mr. Harry Azman Azis (金融財政委員） 

アジア開発銀行（ADB） Purnima Rajapakse (Principal Country Specialist) 
Hari Purnomo 
 (Project Officer of Financial Sector and Small-Medium Enterprise) 
Jean-Marie Lacombe (Head of Portfolio Management) 
Alfredo E. Pascual (Advisor of PPP in Southeast Asia Department) 

世界銀行 Mr. Joachim Von Amsberg (Country Director) 
Mr. William Wallace (Lead Economist) 

オーストラリア国際開発庁（AusAid） Mr.Blair Exell (Minister Counselor/Senior Representative) 

ド
ナ
ー 

ドイツ技術協力公社（GTZ） Mr. Riza Tadjoedin (Deputy Country Director) 
Ms. Sandra Fuhr (Junior Expert) 
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現地調査日程 
 

日付 時間 行動内容 滞在地 
10 月 28 日 日 11:20 成田発→ジャカルタ着（17:20 着） ジャカルタ 
  19:00 団内会議  
10 月 29 日 月 9:00 日本国大使館 ジャカルタ 
  11:00 ODA タスクフォース  
  14:00 国際協力銀行（JBIC）  
  16:00 国際協力機構（JICA)  
10 月 30 日 火 9:00 ジャカルタ ジャパン クラブ （JJC） ジャカルタ 
  11:00 国家開発計画庁(BAPPENAS) （国家警察関係担当）  
  14:00 Indonesia Research and Strategic Analysis  
  15:30 国家開発計画庁(BAPPENAS) (インフラ担当）  
10 月 31 日 水 9:15 鉱業エネルギー省 ジャカルタ 
  11:00 国家開発計画庁(BAPPENAS)（人材･文化関係担当）  
  14:00 国家開発計画庁(BAPPENAS)（地域開発担当）  
  16:30 財務省  
11 月 1 日 木 11:00 国家開発計画庁(BAPPENAS)（玉石 JICA 専門家） ジャカルタ 
  11:00 アジア開発銀行（ADB)  
  14:30 経済調整大臣府  
  15:30 運輸省  
  17:00 世界銀行  
  20:35 ジャカルタ発→マカッサル着（23:55 着)＊一部ジャカルタ ジャカルタ 

/マカッサル 
11 月 2 日 金  ジャカルタ ジャカルタ 
  9:00 Sinar Harapan (新聞社)  
  10:30 Partnership for Governance   
  16:00 国際協力機構（JICA）  
   マカッサル 

 
  9:30 バルー県庁 マカッサル 
  13:30 バルー県内の保健セクター技術協力プロジェクトパイロット事業サイト視察  
  16:30 バルー県内の保健セクター技術協力プロジェクトパイロット事業専門家  
  17:50 BAPPEDA  
11 月 3 日 土 11:00 南スラウェシ州保健局 マカッサル 
  13:50 JICA マカッサルフィールドオフィス支援委員会  
  15:30 JICA マカッサルフィールドオフィス専門家  
11 月 4 日 日 12:00 マカッサル発→ジャカルタ着（13:15 着） マカッサル 

/ジャカルタ 
11 月 5 日 月 9:30 日本大使館（Dr. Sri Adiningsih） ジャカルタ 
  11:00 アチェ復興再建庁(BRR)  
  13:50 ブカシ市民警察活動促進プロジェクト視察   
  19:00 JICA 専門家との夕食会  
11 月 6 日 火 9:00 公共事業省 ジャカルタ 
  11:00 海上安全協力庁（BAKORKAMLA）  
11 月 7 日 水 9:00 国家開発計画庁(BAPPENAS)（BAPPENAS アドバイザー） ジャカルタ 
  10:35 商業省  
  12:00 工業省  
  12:00 国会議員会館（国家予算委員長/闘争民主党）  
  14:00 国会議員会館（ゴルカル党）  
  16:30 日本貿易振興機構（JETRO）  
  19:00 日本大使館公使との夕食会  
11 月 8 日 木 10:00 International NGO Forum on Indonesian Development(INFID) ジャカルタ 
  14:00 Center for Information and Development Studies (CIDES)  
  15:30 オーストラリア国際開発庁（AusAid）  
11 月 9 日 金 9:00 国家開発計画庁(BAPPENAS) (外国資金調達/経済関係担当） ジャカルタ 
  14:00 インドネシア大学  
  15:00  GTZ（ドイツ技術公社）  
  15:50 インドネシア商工会議所  
  22:10 ジャカルタ発→  
11 月 10 日 土 7:20 →成田着  
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現地調査写真 

 
日本国大使館でのヒアリング 財務省でのヒアリング 

  
海上安全協力庁（BAKORKAMLA）でのヒアリング 鉱業エネルギー省でのヒアリング 

  
BAPPENAS(人材・文化関係担当) でのヒアリング Faisal Basri 氏（Indonesia Research & Strategic 

Analysis）でのヒアリング 
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バルー県知事と バルー県内の保健技術プロジェクトパイロット事業視察

  
JICA マカッサルフィールドオフィスアドバイザー 国会議員（ゴルカル党)と 

  
商業省でのヒアリング BKPM メカールサリ（女性だけの交番） 
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